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「製造業部門別投入・産出物価指数」 
～コストと製品価格との関係を把握する指標～ 

木村俊文 

 

生産活動に焦点をあてた物価指数 
04 年は石油や鉄鋼など原材料価格が上
昇したが、企業は製造コストの上昇を製品

価格に転嫁できたのだろうか。製品価格へ

転嫁できない場合には、企業収益の悪化を

引き起こすことになる。今回はこうした動

向を把握するために利用される、日本銀行

の「製造業部門別投入・産出物価指数」に

ついて解説する。 
製造業部門別投入・産出物価指数は、製

造業の生産活動に焦点をあてた物価指数で、

生産のために投入された原材料や燃料・動

力などの価格（投入物価）と、産出された

製品の価格（産出物価）を示すものである。

つまり、工場に入ってくる原材料の価格と、

工場から出荷される製品の値段を調べるこ

とにより、製品価格の値上がりが、原材料

コスト上昇によるものか、あるいは人件費

を含めた製造・加工コストの上昇によるも

のかを把握することができる。 
この指数は、製造業各部門における投入

物価の変動と産出物価の変動との比較（交

易条件＜産出物価指数÷投入物価指数＞の

分析）や、物価変動の製造業各部門への波

及過程の分析などに広く利用されている。 
もともとは日本銀行が 1963 年に卸売物
価指数の付属指数として作成したことが最

初であり、現行指数は 1995年基準が採用さ
れている。 
 

気になる指標 

1995年平均＝100

交易条件

97.7 1,000 95.4 1,000 97.6

101.1 119.4 105.9 114.7 104.7
97.8 31.7 97.3 36.4 99.5
94.3 65.8 97.5 63.5 103.4
113.9 78.0 100.5 90.0 88.2
174.8 31.0 151.9 36.3 86.9
96.2 26.7 94.2 34.7 97.9
105.5 62.0 100.6 56.8 95.4
98.6 24.8 101.2 21.2 102.6
98.1 45.0 96.0 44.7 97.9
95.2 87.8 96.6 82.9 101.5
79.6 169.8 70.8 179.8 88.9
91.1 152.0 92.9 116.9 102.0
89.2 11.3 93.5 13.6 104.8
98.8 94.7 98.5 108.6 99.7

図表１　投入・産出物価指数（2003年度）
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日本銀行「製造業部門別投入・算出物価指数」
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産業連関表に準拠した指数 
製造業部門別投入・産出物価指数は、総

務省『産業連関表』に沿った形で作られて

おり、投入物価は、基準年における同表の

「購入者価格ベースの中間投入額」を、一

方の産出物価指数は同表の「生産者価格ベ

ースの国内生産額」を、それぞれウエイト

として使用している。 
指数の算定方式は、比較時点の各種製品

の価格をまず指数し、その指数を基準年の

ウエイトで加重平均する「固定基準ラスパ

イレス指数算式」を用いている。価格デー

タの採用品目数は、投入物価指数で 1,232、
産出物価指数で 1,253。分類は大部門（業
種別）で 14、内訳小分類（個別品目）では
300強となっている。また指数は、国内品・
輸出品別のほか、素原材料（加工用素原材

料、建設用材料、燃料）、中間財（製品原材

料、建設用材料、燃料・動力）、最終財（資

本財消費財）と、需要段階別にも作成され

ている。 
なお、生産要素ではあっても、金融・保

険、運輸・通信などサービス産業からの投

入は、投入物価指数の対象から除外されて

いる。日銀では、当月分を翌々月の第８営

業日（国内企業物価指数の確報と同時期）

に公表している。 
 
足下では交易条件が底入れ 

04 年 12 月の投入物価指数は、食料品な
ど国内品は上昇したが、鉱業など輸入品が

下落したため、前月比▲0.4％と下落した。
また産出物価指数も、国内品（石油・石炭

製品など）、輸出品(化学製品など)ともに下
落したため、前月比▲0.2％と下落した。 
この結果、交易条件指数は 95.0と、前月
比＋0.2 ポイント改善した。交易条件は下
げ止まり、底打ちに向かうかのような動き

となった。 
足下までの状況をみると、投入物価の上

昇ほど産出物価は上昇せず、価格転嫁が進

まないまま物価上昇が一服したことがわか

る。今後さらに交易条件の改善が進むのか

注目される。  

図表２　投入・産出物価指数の推移
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日本銀行「製造業部門別投入・算出物価指数」より農中総研作成

交易条件＝産出物価÷投入物価×100


